文部科学大臣　　塩谷　立　様
教員免許更新制の廃止、2009年度からの実施凍結を求める請願書

2007年6月、当時の安倍内閣は強引に教員免許更新制を導入しました。その実施が3ヵ月あまり後の2009年4月に迫っています。
いま、現場ではこの制度の問題が明らかになるにつれて、「本当に意味のある講習になるのだろうか」「更新のための講習は十分用意されるのだろうか」「導入を急ぎすぎて、制度としてまったく不完全」と不安と怒りの声が上がっています。私たち長野県高等学校教職員組合が予備講習受講者対象に行ったアンケート調査によれば、本制度を「凍結・廃止してほしい」が60％、「改善してほしい」が30％で、「現行どおり実施してほしい」という回答はわずか1％でした。
私たちはこの制度は以下に述べるような根本的な欠陥と重大な問題点を持つものであり、このまま実施すれば、現場を大混乱させ、生徒の教育にきわめて深刻な影響を及ぼすことは間違いないと考えています。

第1は、教員には更新講習受講義務が課せられているにもかかわらず、講座開設義務は大学にも教育委員会にもないため、更新講習受講対象者に見合う数の講座が開設される保障がないということです。免許の更新ができなければ免許は失効し、失職するという世界に例のない制度であるにもかかわらず、そもそも講座開設の保障がないというのは、まさに制度の根本的欠陥と言わざるを得ません。仮に対象者約10万人分に見合う講座が開設されたとしても、それは、北海道から沖縄まで全国規模で満たされるというだけで、地元や近隣の県で受講できる保障はありません。また、30時間の講座は6時間単位で実施されるため、極端な場合、教員は5つの大学等で受講することもありえます。受講料に加えて交通費や宿泊費などの自己負担額も多額に及ぶおそれもあります。
第2は、教員免許はあくまでも個人の資格という考え方から、費用負担だけでなく、講座開設状況の確認や受講申し込みもすべて個々の教員の自己責任となることです。文部科学省が、毎月、大学等から更新講習講座開設の申請を受け付け、次の月に承認するという方式をとるため、開設される講座の全体像はつかめません。そのため、最初の受講申し込みで抽選漏れなどになって受講できなかった場合、教員は毎月、HPをチェックして申し込むということをやらなければならず、1年間ずっと受講申し込みをし続ける事態も起こりかねません。また、講習参加の服務上の取扱いは、職専免ないしは年休とされているため、受講の際の事故については、公務災害認定されません。法で定められた講習であるにもかかわらず、こうした扱いは不当といわざるをえません。このような制度のもとで充実した教育活動を展開することは望めません。
第3は、教員の多忙化にいっそう拍車をかけることです。文部科学省がおこなった勤務実態調査や長野県教育委員会がおこなった勤務時間実態調査によれば、教職員は1か月平均約40時間の超過勤務をしています。長期休業中も、補習や部活動指導や生活指導、さまざまな研修で大変忙しい毎日です。そのうえに免許更新講習を受講することになれば、精神的にも肉体的にも過重な負担となることは明らかです。生徒と向き合う時間こそ求められているにもかかわらず、この制度は、その時間を奪うものです。
そもそも、私たち教員は現場での生徒や保護者、同僚との関わりや協働、自主的な研修を通じて教育の専門家としての力量を伸ばし、生徒や保護者との信頼関係を育んでいます。10年に1度、免許更新をしたからといって教員に対する信頼が確立されるとは考えられません。現場の教職員を支え励ますことこそ教育行政の役割と考えます。
以上のことから、憲法第16条及び請願法にもとづき、以下の項目について、請願します。
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